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倫理的意思決定およびインターネット研究 

：AoIR 倫理作業委員会1

の勧告 

Copyright © 2002 by Charles Ess and the Association of Internet Researchers 

注意：インターネット研究倫理に関する省察・論争・教育への貢献を目的に、本文書をパブ

リックにアクセス可能なものとしている。同時に、本文書には著作権があり、したがって、

著作物の「フェアユース」の通常の要請も有している。 

 

とくに、複製・引用・参照のすべて、またいずれかを行う場合においては、

次の情報を中に入れること。 

Title: Ethical decision-making and Internet research: Recommendations from the 

aoir ethicsworking committee 

Authors: Charles Ess and the AoIR ethics working committee 

Approved by AoIR, November 27, 2002 

Available online: www.aoir.org/reports/ethics.pdf 

 

また、倫理委員会は、本文書を利用した場合通知をいただければ感謝します。下記に電子

メールを送付してください。Steve Jones <sjones@uic.edu> および Charles Ess 

<cmess@drury.edu>、またはそのいずれかへ。 

 

日本語訳：大谷卓史（吉備国際大学）・大澤博隆（慶應義塾大学）・壁谷彰慶（東洋英和女学

院大学）・神崎宣次（南山大学）・久木田水生（名古屋大学）・西條玲奈（東京電機大学） 

 

本日本語訳は、科学研究費補助金基盤（B）「インターネット研究倫理の構築－倫理問題の考

察と倫理ガイドラインの提案」（18H00608）の補助を受けたものである。 

 

目次 

I. 読者対象・目的・根拠・アプローチ 

II. インターネット研究を実施する際に問うべき質問 

A. 研究の場／環境－期待－著者／被験者・研究対象者／インフォーム

ドコンセント 

研究・調査対象となる作用・相互作用およびコミュニケーションな

どはどこで起こるか。 

研究の場が確立しているのはどのような倫理的期待か。 



2 
 

研究・調査対象となる資料および作用・相互作用、またはそのいず

れかの主体的な投稿者／著者／クリエイターはだれか。 

インフォームドコンセント：具体的考察 

B. 初期値となる倫理的・法的考察 

自分の研究分野における現在の法的要請および倫理ガイドラインは 

研究をどこまで「カバー」しているか。 

研究にかかわる国の現在の法的要請および倫理ガイドラインはどこ

まで適用されるか。 

調査・研究対象となる著者／被験者・研究対象者の初期状態の倫理

的期待・前提はどのようなものか。 

研究が被験者・研究対象者に対して副次的に及ぼす倫理的に重要な 

リスクはどのようなものか。 

研究からどのような便益が得られる可能性があるか。 

研究者および被験者・研究対象者の文化・国の倫理的伝統はどのよ

うなものか 

 

III. 事例研究 

IV. 参考文献・リソース 

V. 追加文書 1: 「倫理的プロトコル」－インターネット研究倫理に関する意思

決定のガイド 

VI. 追加文書 2: プライバシーおよび消費者保護に関する法における米国と欧

州（スカンジナビアおよび EU）との間の対照的思想に反映する功利主義アプロ

ーチと義務論アプローチの比較対照に関する議論 

VII. 追加文書 3: インターネット研究倫理にかかわる両親および子供のサンプ

ル同意様式（Leslie Regan Shade によるもの） 

註 

 

《翻訳に関する凡例と読者への注意》 

・本文書の原文中ボールド体は邦訳で太字（ボールド体）とし、斜体（イタリック体）は下

線で示した。原文の下線部は一般的に下線のままとし、原文中イタリック体の中に下線部

がある場合、下線部は太字とした》 

・訳註や訳者による補足等は〈〉で示した。 

・読者の便宜のため、翻訳に当たって()でことばを補った場合がある。 

・本文書は、2018 年に施行された欧州における一般データ保護規則（GDPR: General Data 

Protection Regulation）など現行の法規制から見て不適切な記述など時代的制約が大き

いことに注意。研究計画の倫理的適合性のチェックよりも、研究の各段階における倫理的
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意思決定支援を行う文書の目的や、倫理的多元主義や通文化的適用、質問中心型アプロー

チなど、現行 3.0 ガイドラインの思想的原型としての価値を重視して読むことを勧奨す

る。 
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I. 読者対象・目的・根拠・アプローチ 

読者対象 

本文書は、下記の読者を想定して書かれている。 

 

・学術界および民間研究機関、公的研究機関、またはそのいずれかに属し、インターネッ

トによって可能となったさまざまな場の人間の作用・相互作用2について研究する、社

会科学および人文学の研究者・倫理学者・学生． 

 

・インターネット研究の実施・研究資金提供・監督に責任を有する組織（たとえば、米国

の機関内倫理審査委員会、英国の外部学習・教育支援ネットワークのテーマ別センター

および機関内学術基準・指針委員会、オーストラリア3の国家保健医療研究審議会・オ

ー ス ト ラ リ ア 研 究 審 議 会 [ 以 下 参 照 。

<http://www.nhmrc.gov.au/issues/researchethics.htm>]など。 

 

・社会科学および人文学内でインターネットに関する研究の振興・具体化を行う学会およ

び学術グループ（たとえば、国立情報学研究所<http://www.nii.ac.jp/index.html>と

連携する日本社会情報学会(JSIS), <http://wwwsoc.nii.ac.jp/jsis/>[2021 年現在は

SSI (The Society of Socio-Informatics) http://www.ssi.or.jp/index.html]、オ

ッ ク ス フ ォ ー ド 大 学 コ ン ピ ュ ー テ ィ ン グ 研 究 所 情 報 倫 理 グ ル ー プ

<http://web.comlab.ox.ac.uk/oucl/research/areas/ieg/>、情報倫理国際センター

（ドイツカールスルーエの芸術・メディアセンター）<http://icie.zkm.de/>など） 

 

目的 

本文書は、インターネット研究の倫理に関する意思決定に責任を持つ者を支援し情報提供

することを意図した一連の勧告を示すものである。 

・本文書は、本領域の重要な倫理問題の現行の議論および適切な文献を示すことで、研究

者・倫理学者・学生にリソースを提供する。 

・国際的文脈でインターネット研究実践の実施や、研究資金提供、監督責任を有したり、

この実践に関心を有したりする組織および関連グループに対してサポートを提供し、

考察が加えらえる可能性が高い倫理的論点および倫理的問題を解決する可能な方法に

ついて、こうした機関の支援に用いることができる。[本委員会－委員は 11 か国の文化

を代表している－は、現在ウェブの共通語（リンガ・フランカ）である英語は重要な研

究や考察が行われる数多くの言語の１つに過ぎない事実を強く認識している。以下で

示すように、本文書の中心的目的は、意図的に多元主義的であるインターネット研究倫

理を示すことである。これは、何よりも、しばしば多様性が大きい世界文化における倫

理的洞察を維持・涵養するためである。本委員会は、インターネット研究倫理における
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問題とリソースの包括的な概観を開発しようと心掛けたものの、示唆や追加を歓迎す

る。とくに、本文書で十分に反映されていない国の文化や言語での示唆・追加を歓迎す

る。] 

 

理論的根拠 

インターネットは、新しい文脈で人間の作用・相互作用を検討する、幅広い新しい方法を

切り開いてきた。また、これは、多様な専門分野および学際的なアプローチからのものでも

あった。オフラインの研究と同様に、オンライン研究も被験者・研究対象者に対して、リス

クと安全にかかわるきわめて重要な問題を提起している。したがって、オンライン研究者は、

一方では、研究とそのあり得る便益の要請、そして他方では、被験者・研究対象者の自律・

プライバシー・インフォームドコンセントなどの権利と期待という２つの間の葛藤に遭遇

するかもしれない。 

 すでに人を対象とする研究に長年かかわってきている多くの専門分野（社会学・人類学・

心理学・医学・コミュニケーション研究など4）は、研究者のガイドを意図した倫理文書

（ethics statements）を確立し、被験者・研究対象者に対する研究が確実に法的要請と倫

理的実践を遵守する責任を研究者に負わせている。研究者および研究監督の責任者・責任機

関は、第一着手（first instance）においては専門分野特有の研究上の原則および実践（そ

の多くは以下で列挙している。IV. 参考文献・リソース、pp.15-26 を参照）を参照するよ

う勧奨する。 

 しかし、幅広い範囲の新しい場（電子メール・チャットルーム・ウェブページ・多様な形

式の「インスタントメッセージ」・MUDs と MOOs・USENET ニュースグループ・音声／映像の

交流など）でオンライン研究が行われるようになれば、研究者・被験者および研究対象者／

研究の監督を担う機関・責任者は、既存の文書（statements）およびガイドラインでは直接

扱っていない倫理的問題・ジレンマに遭遇する機会が増えるだろう。加えて、オンラインに

おけるきわめて多様な人間の作用・相互作用と、学際的な方法によるこれらの作用・相互作

用研究の明らかな必要性の両方によって、研究者や学者が伝統的な人を研究対象とする研

究の範囲を超える専門分野にかかわるようになっている。たとえば、多様なインターネット

の場におけるテキストおよびグラフィック画像の多元的な利用の研究は、芸術史や文学研

究などに由来するアプローチから便益を得ていることが多い。しかし、研究に対するこの学

際的アプローチによって、中心的な倫理的困難に導かれる。主要な前提および、導きとなる

メタファー・アナロジー－－したがって、その結果として生まれる倫理綱領も－－が、社会

科学（医療モデルおよび被験者・研究対象者の保護を目的とする法令に依拠する傾向が強い）

から人文学（芸術家・著者である個人の力（agency）と公表性を強調する）へと移行する場

合、異なる専門分野の間できわめて多様性が大きいことがあり得る。 

このように倫理的問題も倫理的意思決定に対する（ときにお互い葛藤する）アプローチも

あまりにも多数あり、圧倒されるほどではなくても、ひるませられることはある。とはいえ、
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幅広い問題・事例研究・適切な文献の研究を通して、少なくともより共通の倫理的困難の多

くについては、－－少なくとも現時点においては－－それらを明瞭にし、解決することが可

能だという確信をもつようになった。本文書は－－ほぼ２年にわたる共同作業の成果をま

とめたものであり－－、多様な専門分野出身の研究者と、彼らの研究が法的・倫理的要請を

遵守するよう保証する役割に責任を負う機関・責任者両方に対して、オンライン研究で遭遇

する倫理的問題を明瞭化し解決する作業について支援することを意図している。 

 

アプローチ 

本文書は以下を強調している。 

 

倫理的多元主義 

倫理的関心が生じるのは、価値と利害の一見して明らかな葛藤に遭遇した時だけ

ではない－－これらの葛藤を分析・解決するために用いることができる倫理的意

思決定の枠組みが２つ以上ある可能性に気づいた時にも倫理的関心が生まれる。

哲学的倫理学においては、これらの枠組みは、義務論・帰結主義・徳倫理・フェミ

ニズム倫理、その他に分類される5。 

研究者およびその所属機関は、所与の国内的伝統の中で、同時に国境・文化を超

えて、倫理的葛藤に取り組む中で、これらのさまざまな枠組みを採用する。本文書

における最初の目的は、枠組みのこの多様性を強調・提示することである－－これ

は枠組み同士を競わせようというわけではなく、研究者および研究の監督に責任

を有する機関・担当者に、これらの枠組みが個別の状況でどのように働くか理解し

てもらう助けとなるよう意図している。実際のところ、倫理的葛藤は、一見したと

ころ対立しあう価値が異なる倫理的枠組みを表現しているという事実を認識する

ことで解決する場合がある。特定の価値の間の葛藤から、倫理的枠組みの間の比較

対照へと議論の焦点を移行させることで、研究者およびその同僚が、新しい光の下

でこの葛藤を理解し、特定の葛藤を解決するのに役立つ追加的論点や考察に気づ

かされるかもしれない6。 

 

通文化的意識 

国や文化が異なれば、法的保護と倫理的意思決定の伝統の伝統も異なる。とくにイ

ンターネット研究が文字通りグローバルな射程をもつようになると、倫理的関心

に対応し、倫理的葛藤を解決する取組みもさまざまな国と文化の枠組みを考えに

入れなければならない7。 

 

ガイドラインであって「レシピ」ではない 

暫定報告書（2001 年 10 月）で注意したように、倫理的意思決定手続きの範囲、こ
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れらの手続きの多元主義的な解釈と個別の事例への適用、文化的多様性の強調と

グローバルな価値の多様性を通してのそれらの光の屈折のような変化－－こうし

たインターネット研究によって提起される問題は倫理的問題であり、これは、個別

のジレンマや問題に対して複数の倫理的に擁護可能な反応を引き起こすからにほ

かならない。 

 

あいまいさ・不確実性・不一致は不可避である 

この視点から見ると、本文書の勧告について、正しい回答をアルゴリズムによって

導出できるかのように、特定の倫理的問題に対して困難やあいまいさなしに適用

できる一般原則を提供するものとみるのは誤りである。 

同時に、所与のジレンマに対して広い範囲の擁護可能な倫理的対応が可能であ

るという点を認識しても、私たちは倫理的相対主義（「なんでもよいのだ」

"anything goes"）8に陥ることにはならない。反対に、本文書で指示する一般的価

値とガイドラインは、倫理的振る舞いとして擁護できるだろうもの－そして擁護

できないだろうもの－について、どのような重要な制限が伴う変数があるか、明瞭

に示すものである。哲学的用語を使うと、ほとんどの哲学者・倫理学者と同様に、

本文書は、倫理的相対主義と倫理的教条主義（表面上絶対的かつ疑問の余地がない

価値の唯一のセットを、唯一の手続きにしたがって適用し、唯一の「これだ」とい

う正しい解答を導き出す－－そして、それとは異なる対応はすべて非道徳的だと

非難する）との間の中間の立場を支持する。 

 

この論点をさらに進めよう。アリストテレス以来（西洋においては）、倫理学者は、

正しい理由によって、正しいやり方で、正しいときに正しいことを行うのは、判断、

つまりフロネーシス（賢慮）9の問題だとしてきた。 

やはり、こうした判断は一般的ルールから特定の主張の単純な演繹には還元で

きない。むしろ、個別の文脈においてどのような一般原則を適用するのが最適か決

定する判断の機能の一部である。こうした判断を発達させ涵養するには、アリスト

テレスが強調したところでは、私たち自身よりも経験を積んだ者の導きと、倫理的

問題に対する注意深い反省をもとめ、正しい理由によって、正しいやり方で、正し

いときに行うべき正しいことを見分けられるよう努力するという、私たち自身の

累積的な経験、その両方が必要である (cf. Dreyfus, 2001)。 

私たちの希望は、本文書に集めた資料が、それぞれの仕事の中で登場した倫理的

問題を解こうとするに、インターネット研究者と彼らと協業する者たちの役に立

つことである－－何よりも、これらの資料が彼ら自身のフロネーシス、つまり判断

のセンスを涵養することを願っている。 
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II. インターネット研究を実施する際に問うべき質問（こうした質問リストの

さらなる例は、V. 付録 1, pp.27-28〈原文 pp.18f〉参照） 

A. 研究の場／環境－期待－著者／被験者・研究対象者／インフォームドコンセント 

どこで調査・研究対象の作用・相互作用、コミュニケーションなどは生じているか。 

現行の調査・研究対象となる場には次のようなものがある： 

ホームページ 

ブログ 

Google 検索 

電子メール（個人同士の電子メールのやりとり） 

Listserv(メーリングリスト。やりとりとアーカイブ） 

USENET ニュースグループ 

ICQ/インスタントメッセンジャー (テキストベース) 

CUSeeMe (その他映像・音声のやりとり) 

IRC を含むチャットルーム 

MUDs/MOOs 

ゲーム 

画像およびその他の形式のマルチメディア表現（ウェブカムなど） 

（何らかの形式の）コンピュータ支援共同作業（CSCW:Computer-

Supported Cooperative Work)システム 

 

これらの場によってどのような倫理的期待ができあがっているか。 

例： 

投稿されたサイトのポリシーが特定の期待をつくりあげていないか－たとえば、

サイトはパブリックであるとか、特定の領域やドメインでのプライバシーの技術

的制限の可能性があるかというユーザへの通知など。 

例：Sally Hambridge (Intel Corporation, 1998)は、詳細な「ネチケッ

トガイドライン」を開発したが、このガイドラインには次のような助言が

ある。 

暗号デバイス（ハードウェア、またはソフトウェア）を用いない

限り、インターネット上のメールはセキュリティが保たれてい

ないと仮定したほうがよい。はがきに書きたいと思わない事柄

は何もインターネット上のメールにも書くな。 

(see <http://www.pcplayer.dk/Netikette_reference.doc>) 

 

議論や投稿などが一時的なものですぐ消えるとか、ログが残るのは特定

期間のみだとか、プライベートな領域にアーカイブされているとか、パブ
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リックにアクセスできる場所、たとえばウェブサイトにアーカイブされ

ているとか、こうしたことのいずれか、またはすべてを示す文書が、その

場（チャットルームや listserv、MOO、MUD など）と連携する形で存在し

ないか。 

 

ユーザーが、自分自身のやりとりをプライベートであると表示するため

に用いることを選択できるメカニズムはないか－－たとえば、やり取り

をプライベートにしたいという自分自身の希望を示すために、プライベ

ートチャットルームへの「移動」とか、特定の暗号ソフトウェアを使うと

か。 

 

より広い考察：その場の公開性の認識が大きくなればなるほど、個人プライバシーや機密性

（秘密保持）、インフォームドコンセントの権利を保護する義務が小さくなる傾向がある。 

 

研究対象となる資料および作用・相互作用、またはそのいずれかの投稿者／著者／クリエイ

ターは誰か。 

すべての人が権利を有し、研究者がその権利を保護する義務を負っている一方で、

被験者・研究対象者が(a)子どもおよび(b)未成年者(12 歳から 18 歳まで)、または

そのいずれかを含む場合には、その研究対象者を保護する研究者の義務－－およ

びそれに伴う困難－－はより高いものとなる。アメリカ合衆国においては、たとえ

ば 、 連 邦 政 府 規 則 [ い わ ゆ る 「 コ モ ン ル ー

ル」](<http://ohsr.od.nih.gov/mpa/45cfr46.php3>: cf. Walther, 2002)により

子どもはインフォームドコンセントを与えることができない。 

子どもと大人の間の－法的・倫理的に－中間地帯に属することから、未成年者も同

様に特有の困難を示す。たとえば、未成年者が創作したウェブページは－投稿した

何らかの種類の情報が著者本人およびその他の人、またはそのいずれかに危害を

与えうることをあまり理解していないことが多い－大人が著者の文書と同じもの

として取り扱うか。大人は、ウェブへのパーソナル情報〈日本における個人情報保

護法上の個人情報概念と諸外国における個人にかかわる情報の差異を考慮しパー

ソナル情報と訳した。ただし、令和２年・３年個人情報保護法改正によって個人情

報保護法上保護される個人情報の概念は諸外国のそれ（たとえば、EU GDPR などに

おける個人情報概念）に近づいたと考えられる〉の投稿の危険についてより情報を

与えられており、敏感でもある。そうではなくて、研究者は未成年者のアイデンテ

ィティ（身元情報）を保護するのにより多大な注意深さを要求されるか－たとえば、

投稿者の資料が自分自身および他者、そのいずれかにリスクを提起するのはどん

なときか情報を提供すべきか（Ridderström, 2002 参照). 
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広い考察：著者／被験者・研究対象者の被害の受けやすさが大きくなればなるほど、

著者／被験者・研究対象者を保護する研究者の義務も大きくなる[保護者と子ども

（13 歳から 17 歳）、子ども（9 歳から 12 歳）のサンプル同意書式については、以

下を参照。 Leslie Regan Shade, VII. 付録 3, pp.31-41〈原文 pp.21ff〉.]。 

 

インフォームドコンセント：特別な考察対象 

 

タイミング 

理想的には、被験者・研究対象者のプライバシー・秘密保持・自律・インフォーム

ドコンセントの権利の保護が意味するのは、研究のまさに開始時に被験者・研究対

象者にアプローチする際に同意を求めるということである。 

しかし、文脈によっては、研究プロジェクトの目標が、だんだんと見えてきたパ

ターンによって新しい問いが示唆されるなどの理由から、時間がたつにつれてず

れていく場合がある。インフォームドコンセントをどのような場合に、同時にいつ

求めるかという決定は文脈依存的であって、その開始時だけでなくその進行とと

もに変更があるかもしれないが、その際にも研究プロジェクトの「解像度の高い」

詳細にとくに注意を向けることが、その決定のためには必要である。 

 

メディアは？ 

研究者は、被験者・研究対象者とそのプロジェクトをもっともよく保護するインフ

ォームドコンセントの求め方・受け取り方はどのようなメディア－電子メール？

郵送？－によるか決定するべきである (周知のように、電子記録と比較して、紙の

記録は電力低下や操作者のエラー等を通じて消去されたり原形が損なわれたりす

る可能性が低い）。 

 

取り扱いは？ 

回転率が高いグループ〈メンバーの入れ替わりが激しいグループ〉を研究する場合、

モデレーター／ファシリテーター／リストオーナーから許諾を得るだけで十分か。 

 

資料はどのように使う予定か 

資料は直接の引用で参照するかパラフレーズして参照するか。 

特定の人を資料の著者／クリエイターであると示すか。その本名で言及するか、仮

名で言及するか、「ダブル仮名」（すなわち、高頻度で用いられる仮名で仮名を示す

こと）で言及するか（明らかに、公表された研究プロジェクトが被験者・研究対象

者としてかかわっている人の機密性（confidentiality）の保護が高まれば高まる

ほど、その人たちにかかわるこうした公表にともなうリスクは小さくなる。こうし
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た保護はインフォームドコンセントの必要性を必然的に低くするものではない。

むしろ、インフォームドコンセントを求める研究者は、その被験者・研究対象者に

対して、彼らに関する資料および彼らから得た資料、またはそのいずれかをどのよ

うに用いるか－－つまり、個々の特定の資料の利用方法についてはっきりと説明

する必要があるし、アイデンティティ（身元情報）をどのように保護するかという

点は、被験者・研究対象者に対する情報提供・説明と同意を求める過程〈インフォ

ームドコンセント〉の一部である）。 

 

B. 初期値となる倫理的・法的考察 

自分の研究分野における現在の法的要請および倫理ガイドラインは研究をどこま

で「カバー」しているか。 (多数の専門分野で公表されているガイドラインについ

ては、以下のリソースを参照。同様に、アメリカ合衆国と欧州との倫理的・法的比

較についての議論は、「VI 付録 2」pp. 29-30〈原文 pp. 20f〉参照。) 

研究に関係する、当該国の既存の法的要請・倫理ガイドラインはどこまで適用でき

るか。 

たとえば：欧州連合市民は、欧州連合データ保護指令（1995）で規定され

た法による強力なプライバシー権を享受する。データ保護指令に従うと、

データ主体は次のような権利を有する。 

* オンラインで収集するパーソナル情報〈本文書 p.9 における

「パーソナル情報」に関する訳注参照〉についてあいまいさがな

い仕方で同意を示す機会を与えられなければならない。 

* データ収集の目的を通知されなければならない。 

* 誤ったデータを修正できなければならない。 

* データ収集からのオプトアウトができなければならない。 

* プライバシー保護が欧州よりも弱い国への自己のデータ移転

から保護されなければならない。 

(以下を参照。 <http://www.privacy.org/pi>[なお、欧州連合デ

ータ保護指令は更新され、現在は、欧州連合加盟国でそのまま法

としての強制力を有する欧州連合一般データ保護規則（2018 年

施行）による規制が行われている] 

米国市民が享受するのは、対照的に、もっと弱いプライバシー保護である。 

(「VI. 付録 2」 pp. 29-30〈原文 pp. 20f〉参照。). 

明らかに、プライバシー保護に関する法的要請が執行されている国の法

管轄区で研究が行われ、被験者・研究対象者がその法管轄区のもとにある

場合、研究はその法的要請を侵害できない。 
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調査・研究対象となる著者／被験者・研究対象者の初期値の倫理的期待・前提はどのような

ものか。 

たとえば：この環境にいる参加者は、自分のコミュニケーションがプライベートで

あると仮定しているか／考えているか10。もしそうだとしたら－かつ、この仮定が

保証されているならば－、研究者の側には人を対象とする研究で概略が示された

やり方で個人プライバシーを保護するより大きな義務（たとえば、機密性の保護お

よびインフォームドコンセントの実施、公刊物すべてにおける匿名性の保証－ま

たは、少なくとも仮名の保証－など）が存在するだろう 

そうではない場合－たとえば、研究の中心となる対象がパブリックにアクセスで

きるアーカイブの場合： 

その著者／行為者が意図した作用／相互作用がパブリックであったり、

パフォーマンスとして行われたりする（たとえば、パブリックアートや達

成した事柄に対する承認を求めるパフォーマンスであるとか）など。 

参加者およびそのコミュニケーションが研究目的のためにモニターされ

るという「公けの通知」の等価物が割り当てられている場である場合： 

上記のような場合、個人プライバシーを保護する義務はより小さいだろう11。 

 

別の質問の問い方：この環境の参加者は（医学・社会科学の人を対象とする研究に

おける共通の意味で）「被験者・研究対象者」として理解するのが最良か、それと

も自分のテキスト／制作物を公けにしたいと意図する著者と理解するのが最良か。 

 

もし参加者が最初の意味で被験者・研究対象者として理解するのが最良な場合（た

とえば、プライベートな交流のための個人的にセキュリティが保たれたドメイン

を提供することを意図した小さなチャットルームや MUDs、MOOs に参加している）、

自律・プライバシー・気密性などを保護する、より大きな義務が伴う可能性が高い。 

 

反対に、研究対象者が自分の作品を公けにしたいと意図する著者と理解できる場

合（たとえば、大規模な listserv[メーリングリスト]および USENET グループや、

ホームページやブログなどパブリックなウェブページ、パブリックにアクセスで

きるチャットルームにおけるチャットの交流など）、それに伴う自律・プライバシ

ー・気密性の保護義務はより小さくなる可能性が高い12。 

[このあとの 3つの質問はお互いに関連しあっている。のちに見るように、これらの質問は、

法および倫理の伝統における文化的違い／国の違いと同様に、倫理的意思決定に対する支

配的なアプローチ－たとえば、Deborah Johnson (2001)参照－を反映している。 

 

研究が被験者・研究対象者に対して副次的に及ぼす倫理的に重要なリスクはどのようなも
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のか。 

例（形式／内容（コンテンツ）の区別）： 

研究の対象となっている場の範囲を超えて、研究対象者のコミュニケー

ションの内容は知られる可能性が生じると、危害が結果として発生する

可能性は高いか。 

たとえば：ある人が親密圏に属するトピックス－－心理学／医学／スピリチャル

にかかわる話題や、性的な経験／性的なファンタジー/性的志向など－－について

議論している場合、この資料の公表によって、その結果恥の感覚や物質的な福利へ

の脅威（保険の拒否や失業、物理的ハラスメントなど）が生じるか。 

第一の倫理的義務は危害を加えないことである。より研究デザインは、もちろん関

係する被験者・研究主体に対する危害のリスク最小化を追求する。 

 

反対に、コミュニケーションの形式が研究対象の場合（たとえば、要求内容ではな

く、要求する言語の形式（「ドアを開けろ」vs.「ドアを開けていただければ幸いな

のですが」が研究対象となる）、問題の焦点がこのように移行して内容から離れる

と、研究対象者に対するリスクが軽減される可能性が高い。 

 

いずれの場合においても（つまり、研究者にとってもっとも重要なのが形式だろう

と内容だろうと）、内容が相対的にトリビアルであったり、機微なトピックスを扱

わなかったりする場合、明らかに研究対象者に対するリスクは低い。 

 

研究からどのような便益が得られる可能性があるか。 

研究が実際のところ、研究対象者とみなせる著者／行為者に対して重要なリスク

を伴う場合、この質問は、明らかに決定的に重要である。 

功利主義的立場から見ると、研究は、もたらされる可能性がある便益が現実または

ありえるコスト（潜在的危害も含む）を十分に論証できるだけ上回っている場合の

み、研究は正当化できる－とくに研究が個人に対する危害のリスクを冒す場合－。 

義務論的立場から見ると、重要な便益が研究から合理的に期待できる場

合も、基本原則や権利、義務などを侵害する場合、たとえば、自律・プライバシー

などの権利を侵害する場合、倫理的に正当化ができない可能性が高い。 (cf. 「倫

理的プロトコル」 V. 付録 1, pp. 27-28〈原文 pp.18f〉.; Elgesem, 2002). 

 

研究者および被験者・研究対象者の文化・国の倫理的伝統はどのようなものか 

この質問は、自己決定やプライバシー、インフォームドコンセントなどの基本的人

権の侵害を含めて、、研究対象者に対してありえるリスクと、研究の便益との間に

葛藤がある場合、決定的に重要である。 
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アメリカ合衆国においては、たとえば、その他諸国と文化と比較して－－とくに

「リスク／便益」分析の形式で－－こうした葛藤を決定するのに功利主義的アプ

ローチにより大きく依拠する。大まかに示すと、便益が大きいことが約束され、リ

スク／コストが小さい場合、功利主義計算は便益がリスクとコストを上回るとい

う答えを出す可能性が高い。 

反対に（また、プライバシー法における違いで説明したように）、少なくとも理念

レベルでは、欧州のアプローチは義務論的アプローチ－－つまり、基本的人権を侵

害することによって得られる便益があったとしても、その便益はこの侵害を倫理

的に正当化することは実質的にあり得ないとまで基本的人権を基礎的なものとみ

なす－－をより強調する傾向がある13。 

 

被験者・研究対象者の権利および、研究から得られるものの、これらの権利を傷つ

ける便益との間の葛藤を考えたとき－研究者と研究の監督担当機関・担当者は、そ

の利用する文化的／倫理的アプローチの違いに応じて、何が倫理的に受容可能で

あり何が需要可能でないか異なる意思決定に到達しても当然である。(「VI. 付録

2」 pp. 29-30〈原文 pp. 20f〉参照。) 

 

インターネット研究者およびこうした研究の監督に責任を有する機関・組織が考

慮すべき問いの特徴的な範囲を示す第一次的な企てとして、このリストが有用で

あることを願っている。また、さらには、こうした問いに対応するうえで倫理的に

擁護可能な方法の初期設定的な範囲を示すものとしても有用であることを願って

いる。 

しかし、もちろんこのリストは完璧でもなければ最終的なものでもない。インター

ネット研究者が新しい場・文脈・作用／相互作用などに遭遇した際には、変わるこ

となく常に、（上記のバリエーションであったり、まったく新しいものであったり

する）追加的な問いと対応が不可避に生じる。おそらくこれらのリストは、少なく

とも出発点と新しい問いを提起し新しい対応を開発する可能なアナロジーを示唆

するときには、その新しい文脈においても依然有用であろう。いずれにせよ、本文

書が少なくともしばらくの間は、研究者および倫理学者、その他のインターネット

研究の重要な倫理的挑戦に関心をもつ者にとって、最終的には役に立つと明らか

になる可能性を願っている。 
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III. 事例研究 

A. チャットルームは公共空間か。チャットルームの会話を記録するのに研究者はいつ同意

をとるべきか。 

[出典: Hudson, James M. and Amy Bruckman. “IRC Français: The Creation of an 

Internet-Based SLA Community.” Computer Assisted Language Learning (CALL), 

forthcoming 2002. 著者と CALL の許諾を得て引用] 

 RC Français のヴァージョン 1 では、倫理的ジレンマがすぐに生じた。私たちの計画は、

すでに IRC〈Internet Relay Chat（インターネットリレーチャット）。インターネット一般

開放（商用化）前後から広く利用されたインターネット上のチャットアプリケーションのこ

と。〉にいるフランス語のネイティブスピーカーと学生が会話するというものだった。明ら

かに、人を対象とする研究を統制するルールが命じるところでは、学生を実験の被験者・研

究対象者として使用する前に、彼らから自発的に与えられたインフォームドコンセントを

得る必要がある(“The Nuremberg Code,” 1949)。しかし、その会話の相手についてはどう

だろうか。彼らは被験者・研究対象者なのか、それともそうではないのか。私たちは彼らを

調査・研究の対象とはしてはいなかったものの、学生と彼らとの会話を記録しそのことばを

分析する。彼らの同意は必要なのか。 

 リアルタイムのチャットルームの状態はあいまいである。一方では、チャットルームはパ

ブリックな公園のようなものだと議論することもできる。特定の個人が識別されなければ、

同意なく公共空間で活動を記録しても倫理的だと考えられる(Eysenbach & Till, 2001)。

この見解では、会話を単に記録し、記録が行われたことを言わなくても正当化できる。一方

で、チャットルームの会話は通常すぐに消えてしまうものだと議論することもできる。参加

者は、自発的に与えられたインフォームドコンセントなしでは会話を記録されないという

合理的期待を有する。より厳格なこの解釈のもとでは、記録をしたい相手であればだれであ

ろうと彼からの同意が必要である。加えて、同意を要求するプロセスが過剰に侵襲的だとわ

かったら、研究を放棄する必要がある(Department of Health, 1979)。 

 人を対象とする研究に対する機関内倫理審査委員会（IRB）の承認を得て、私たちは妥協

的なアプローチをとった。まず、学生からは書面での同意をとり、私たちが研究対象とする

チャンネル上のほかの人々にはただ通知するだけにしたのである。これらの個人は、もし選

択すればオプトアウトできる選択肢も与えられた。私たちは自分のクライアントソフトウ

ェアを作成していたので、学生がそのチャンネルにジョインしたとき上記の対応を伝える

パブリックなメッセージを自動送信させ、その後チャンネルにジョインする人々にはプラ

イベートなメッセージで情報を伝えることができた。 

 驚いたことには、この妥協は失敗した。IRC 参加者は自分たちの事前同意なく研究対象と

されるという考えに怒りを示した。学生たちは敵意に直面することとなった。学生たちは

IRC のチャンネルメンバーから日常的にいじめを受け、脅迫と下品なことばが彼らに向けら

れた。この状況が示していたのは、オプトインの解決のほうがオプトアウトよりも受容可能
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である可能性だった。しかし、この対応はさらに問題を生んだ。というのは、チャンネル参

加者に研究のことを伝え、オプトアウトの機会を提供するメッセージは、彼らの中では受け

入れがたいほど侵襲的だということがわかったからだ。各人が一度だけこのメッセージを

見たとしても、やはり多くのメンバーが受け入れられないと評価した。オプトインメッセー

ジも同様問題があった。 

 私たちの研究が生み出した反応をもとにして、「パブリックな公園」モデルは維持できな

いと結論づけ、実際のところ、第二の解釈を採用した。参加者からの同意なく、記録しなけ

ればすぐに消えてしまう揮発性の高いメディアを倫理的に記録することはできない。どう

すれば私たちは自分たちの研究を継続できるだろうか。私たちは次のような解決にたどり

着いた。明示的にこのプロジェクト専用とわかる IRC チャンネルを設ける、というものだ。

私たちは学生にこのチャンネルに接続するよう指示し、通常はこのチャンネルにほかの人

がジョインしないようにした。私たちのチャンネルであるため、研究とその目的について通

知するログオンメッセージを作成することができた。こうして、私たちは既存の空間を侵害

することなく、自分たち自身の空間をもつことができた。 

 倫理的ジレンマを解決することに加え、新しいチャンネルは、教育上の便益も提供した。

多様な社会的目的のために一般的な IRC チャンネルに人はやってくる一方で、IRC Français

チャンネル上の者はフランス語を練習する目的でそこにやってきた。目的を共有していた

ことから、関係者全員にとって会話の教育的価値が改善された。 

 

 

B. Brenda Danet「サイバープレイの研究：倫理的・方法論的側面」（“Studies of Cyberpl@y: 

Ethical and Methodological Aspects,” ） 以 下 で 入 手 可 能 。 

<http://atar.mscc.huji.ac.il/~msdanet/papers/ethics2.pdf> 

Danet 教授は、近著でより全体像が分かるように示された 5 つの研究をレビューし、次の

文脈でこれらの研究が提起する倫理的問題を議論している。 

(1) 1 対 1 の電子メール 

(2) パフォーマンス状況におけるタイプ入力によるチャット 

(3) IRC 上の視覚的イメージを介したコミュニケーション 

この経験と省察から、Danet 教授はガイドラインのリストを作成した（「AoIR 作業委員会：

暫定報告書」（“aoir ethics working committee – a preliminary report”）の付録 III

に収録<aoir.org/reports/ethics.html>。 

 Danet 教授の論文は、上記の事例研究 A の James Hudson and Amy Bruckman によって提示

されたより義務論的傾向の強いアプローチと対照的に、インターネット研究倫理に対する

功利主義的傾向が強いアプローチの主要な例として推奨できる。 
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定量的研究伝統および、それと結びついた、既存のリストサーブに関する研究に

かかわるガイドラインについての議論としてきわめてすぐれている。 Schrum は 10

のガイドラインのリストを開発したが、このガイドラインは次のことを強調する。

リストサーブの投稿の著者はその資料の所有者であり、電子メールは「明示的な許

可が与えられない限り研究データとしてフォワード（転送）・共有・利用されるこ

とがありえない」私信であるとして扱うべきである、と。また、同様に、リストサ

ーブメンバーのインフォームドコンセントの重要性と、その秘密の保護とを強調

する。 

Sharf, B. F. 1999. Beyond netiquette: the ethics of doing naturalistic discourse 

research on the internet. In S. Jones (Ed.), Doing internet research (pp. 

243-256). Thousand Oaks, CA: Sage. 

[David Eddy-Spicer が aoir リストに投稿] 

Smith, Katherine Clegg. 2003. ‘Electronic Eavesdropping’: The ethical issues 

involved in conducting a virtual ethnography. In Sarina Chen and Jon Hall 

(eds.), Online Social Research: Methods, Issues, and Ethics. New York: 

Peter Lang. 

Spinello, Richard. 2002. CyberEthics: Morality and Law in Cyberspace, 2nd edition. 

Sudbury, Mass.: Jones and Bartlett. 

最初の章は、基本的な（西洋の）倫理的枠組み－－つまり、功利主義・契約的権

利（社会契約説／ロック・ルソー・ロールズ）・自然権・道徳的義務（カント）－

－に対する簡潔だが的を得た入門を提供する。これら倫理学説の議論につづき、

Spinello は、4 つの一見明白な義務－－自律・無危害・善行・正義を強調する立場

である「四原則アプローチ」（Beauchamp and Childress によって生物医学的倫理

で用いられ通俗化された）を要約する。第 2 章は、その後インターネットの歴史

と、インターネットのガバナンスと規制を目指す企てが適した（技術的・倫理的・

法的）問題の幅広いサーベイを提示する。倫理理論と技術的実践（technical praxis）

をこのように設定すると、Spinello は、4 つの枢要な問題－－言論の自由（ポルノ

グラフィーとヘイトスピーチ、スパムへの注目もある）および知的財産権、プライ

バシー、セキュリティの技術的・倫理的諸側面について概観し詳細な議論を行う。

各章の末尾は少なくとも 1 件の分析のための事例研究（若干は仮想的なもので、若

干は現実に起きたこと）で締めくくられる。 

プライバシーに関する Spinello 本の章は、インターネット研究にふさわしい問

題を扱うところまで接近している。ここで興味深いのは、「just consequentialism」

についての James Moor 理論についての議論だ（哲学の専門分野内部では、James 

Moor は、コンピュータ倫理のもっとも重要な創設者であり解説者である）。 

筆者は、同章では、労働者のプライバシー問題に対する米国と欧州のアプローチ
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の違いに関する議論を評価した(171f 参照)。筆者は本文書で、この対照的なアプ

ローチに関する見方と整合的に、米国法は実質的に労働者のプライバシー保護を

与えない一方、欧州法は雇用者の被雇用者の監視・モニタリングを禁止していると

いう事実について示した（「VI. 付録 2」pp. 29-30〈原文 pp.20f〉など）。 

Suler, John (2000). Ethics in Cyberspace Research. In Psychology of Cyberspace. 

<http://www.rider.edu/users/suler/psycyber/ethics.html> 

[John Suler は、研究者に対して、自分の研究がインフォームドコンセントおよび

プライバシー、研究に関する相談と評価の要求をどれだけ満たしているか考察す

るのに役立つ、きわめてすぐれた質問リストを提供している。Lois Ann Scheidt 

<lscheidt@indiana.edu>が aoir リストに投稿] 

Sussex Technology Group. 2001. The Company of Strangers, in S. R. Munt (ed.), 

Technospaces: Inside the New Media. London: Continuum. 

Sveningsson, Malin. 2001. Creating a Sense of Community: Experiences from a 

SwedishWeb Chat (dissertation). The Tema Institute – Department of 

Communication Studies. Linköping University. Linköping, Sweden, pp.26-44) 

______. 2002. Posting to aoir ethics working group e-mail list, 25 September. 

Swedish Council for Research in the Humanities and Social Sciences (HSFR). 1990. 

“Ethical principles for scientific research in the Humanities and Social 

Sciences.” 

<http://www.cddc.vt.edu/aoir/ethics/private/Swedish_HFSR_1990b.pdf> 

The UK Data Protection Site. <http://www.dataprotection.gov.uk> 

Christine Hine が aoir 倫理リストに投稿。Hine によれば、 

「同サイトは……、データ保護問題がどのようにウェブに適用されるか

など (同情報を見つけるには、“Guidance and Other Publications”か

ら“Compliance Advice”を経由して“FAQs - Web”へ)、相対的に平易

な英語で書かれた有用な内容を含んでいる。同サイトは、ウェブサイト所

有者に対して、訪問者のプライバシーの保護方法についてすぐれた助言

を提供している。しかし、同サイトの多くの情報は、商業的なデータ利用

に適用される。『科学研究』は、プライバシー基本権が侵害されておらず、

データ主体の匿名性が保証されている限りは、多くの条文の対象外であ

る。除外条件はあまりにも複雑で簡潔に説明ができない…ものの、妥当な

研究を行っている欧州の研究者は、自国のデータ保護枠組みについて明

瞭に理解する必要があり、その所属機関は自機関の義務が何か明瞭に理

解する必要がある。この義務は、研究の公刊に先立つ十分前にデータ主体

の完全匿名化が保証できるかどうかといった問題にまで及びうる……報

告書でニュースグループの投稿の直接引用を行った場合問題を引き起こ
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しうると筆者には思われる」。 

University of Bristol, “Self Assessment Questionnaire for Researchers Using 

Personal Data,”available from  

< http://www.bris.ac.uk/Depts/Secretary/datapro.htm> 

[Christine Hine が aoir 倫理リストに投稿。] 

Waern, Yvonne. 2001. Ethics in Global Internet Research. Report from the Department 

of Communication Studies, Linköping University, 2001:3. (PDF 形式で著者か

ら入手可能。 <yvowa@tema.liu.se>) 

功利主義 vs.権利アプローチについてのすぐれた議論および、カナダ自然科学・工

学研究評議会（Natural Sciences and Engineering Research Council of Canada）

のガイドラインの適用方法に関する考察を含む。同評議会のガイドラインには、 

人間の尊厳の尊重とはひとの多元的な独立の利益－－身体的インテグリ

ティから心理的・文化的インテグリティまで－－の保護を含意するとい

う論点も含まれる。 (以下に引用。Waern, p. 7) 

研究の功利主義的便益を認識しつつ、Waern は、研究における権利遵守に強く頼る

傾向がある（また、この点で、欧州・北欧の研究者に見られる義務論的な傾向の強

さの例でもある）。それゆえに、著者はその結論において、たとえば、次のように

述べる。 

「……研究は、危害よりも多くの便益を提供すべきである。しかし、ここ

で示したことから明らかなように、何も危害が生じていないと申し出る

ことも、研究がどのような便益をもたらすか主張することもさらに問題

が含まれている」 (11)。 

Waern は、研究倫理に関する自身の文献－－1 冊は支配的言語である英語・ドイツ

語で書かれている－－でインターネット研究についても説明している。これは、イ

ンターネット研究およびその倫理には文化的バイアスが存在するという観察にむ

すびついている。 

……（インターネット上で）見つかる倫理的ガイドラインは一般的に西洋

文化に基礎をおいており、とくにアングロサクソン文化に著しい。こうし

たガイドラインは、ほかの文化と比べると研究者と被験者・研究対象者と

の間に信頼関係および親密な関係を築くことにさほど価値を置いていな

いというのも確かである。一方で、ほかの文化よりもプライバシーに高い

価値を置いている。それゆえ、さまざまな文化における倫理問題の継続的

な調査は、グローバルなインターネット利用の研究を目的とするときに

はきわめて必要性が高い。 (12) 

Walther, Joe. 2002. Research Ethics in Internet-Enabled Research: Human Subjects 

Issues and Methodological Myopia. Ethics and Information Technology, 4 (3). 
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Available online: 

<http://www.nyu.edu/projects/nissenbaum/ethics_walther.html> 

White, Michele. 2002. Representations or People? Ethics and Information Technology, 

4 (3), 249-266. Available online: 

http://www.nyu.edu/projects/nissenbaum/ethics_white.html 

 

追加的なウェブベースのリソース 

Information Ethics Group, Oxford Computing Laboratory 

< http://web.comlab.ox.ac.uk/oucl/research/areas/ieg/> 

 

International Center for Information Ethics (Center for Art and Media, 

Karlsruhe, Germany) 

http://icie.zkm.de/ 

 

法的側面その他についての議論は、下記を参照。 

<http://www.unet.brandeis.edu/~jacobson/Doing_Research.html> 

 

Stuart Offenbach (Department of Psychological Sciences, Purdue University) 

は次のリソースを提供する。 

専門職倫理綱領および標準に興味を持つならば、Illinois Institute 

of Technology のサイトを推奨する。Vivial Weil がきわめて素敵なコレ

クションを次に集めている。<http://csep.iit.edu/codes/> 

加えて、次のものを含め多数の研究倫理サイトがある。 

Ethics in Science: <http://www.chem.vt.edu/ethics/ethics.html> 

Office of Human Research Protection: 

<http://ohrp.osophs.dhhs.gov/> 

The Association for Practical and Professional Ethics: 

<http://ezinfo.ucs.indiana.edu/~appe/home.html> 

The Online Resource for Instruction in Responsible Conduct of 

Research: 

<http://rcr.ucsd.edu/> 

 

米国／EU／欧州の違いに関するリソース 

Aguilar, John R. 1999/2000. Over the Rainbow: European and American Consumer 

Protection Policy and Remedy Conflicts on the Internet and a Possible 

Solution. International Journal of Communications of Law and Policy (Issue 
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4, Winter 1999/2000, 1-57): 

消費者保護における違いを詳細に論じた文書－－とくに III 節を参照。 

“E-Commerce Concerns and the Cultural Battle Waging Between the EU and 

US”(11ff.) 

Nihoul, Paul. 1998-1999. Convergence in European Telecommunications: A Case Study 

on the Relationship between Regulation and Competition (Law). 

International Journal of Communications Law and Policy, Issue 2 (Winter), 

1-33. 

Reidenberg, Joel R. 2000. Resolving Conflicting International Data Privacy Rules 

in Cyberspace,Stanford Law Review, Vol. 52:1315-1376. 

[これらのリソースに気づかせてくれたことに、Kirk St. Amant に感謝する] 

 

哲学的倫理に関するリソース 

Birsch, Douglas. 1999. Ethical Insights: A Brief Introduction. Mountain View, 

California: Mayfield. 

Boss, Judith. 2001. Ethics for Life: An Interdisciplinary and Multicultural 

Introduction, 2nd ed. Mountain View, CA: Mayfield Publishing. 

Rachels, James. 1999. The Elements of Moral Philosophy, 3rd ed. Boston: McGraw-

Hill.〈=(2003)古牧徳生・次田憲和訳『現実を見つめる道徳哲学――安楽死からフェ

ミニズムまで』晃洋書房．〉 

Thomson, Anne. 1999. Critical Reasoning in Ethics: A Practical Introduction. London, 

New York: Routledge. 

Weston, Anthony. 2001. A 21st Century Ethical Toolbox. New York, Oxford: Oxford 

University Press. 

Zeuschner, Robert B. 2001. Classical Ethics: East and West. Boston: McGraw-Hill. 

 

〈朴一功訳（2002）『二コマコス倫理学』京都大学出版会．〉 
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V. 付録 1「倫理プロトコル」－インターネット研究倫理のための質問および意

思決定ガイド 

 

1. 出典：Dag Elgesem, What is Special about the Ethical Issues in Online Research? 

Ethics and Information Technology, 4 (3), 195-203; オンラインで入手可能。 

<http://www.nyu.edu/projects/nissenbaum/ethics_elgesem.html>. 許諾を得て利用。 

 

危害のリスクは最小限か No → 終了 

Yes 

↓ 

研究対象者・被験者のインテグリティと自律は適切な形で安全に保たれているか No →  

終了 

Yes 

↓ 

方法は適切か No →終了 

Yes 

↓ 

生産される知識は十分妥当か No → 終了 

Yes 

↓ 

 

OK? 

 

出典：Chris Mann, Generating data online: ethical concerns and challenges for the 

C21 researcher. Keynote lecture, Nordic Conference on Internet Research Ethics, 

Trondheim, Norway, June1-2, 2002. 許諾を得て使用。 
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私たちは善を拡大化しようとしているか 

研究プロジェクトが扱っている問いはどのようなものか 

研究が目指している目標はよいものでのぞましいものか 

その目標を達成するのに用いられる研究方法はどのようなものか 

これらの方法は成果が信頼性あるものと保証できるようどのように設計されてい

るか 

研究の成果はどのように普及されるか 

 

他者に危害を与えないよう私たちは行為しているか 

研究参加者に対するリスクのレベルはどのようなものか 

リスクはどのように評価（アセスメント）されているか 

 

他者の自律を認識し、他者を自分たちと同等の価値ある存在と認めそのように扱っている

か 

 研究参加者・被験者からインフォームドコンセントを要求するか 

同意を取得するにはどのような手続きに従うか 

どのように守秘義務のある秘密を尊重するか 

===== 

さらなる質問のリストとプロトコルは下記を参照。 

Bruckman, Amy. 2002a. Ethical Guidelines for Research Online. 

<http://www.cc.gatech.edu/~asb/ethics/> 

Danet, Brenda. 2001. Suggested Guidelines for Discussion, aoir ethics 

working committee preliminary report, Addendum III 

<aoir.or/reports/ethics.html>. 

University of Bristol, “Self Assessment Questionnaire for Researchers 

Using Personal Data,” available from < 

http://www.bris.ac.uk/Depts/Secretary/datapro.htm> 

[Christine M. Hine が aoir 倫理作業委員会に投稿] 

Suler, John (2000). Ethics in Cyberspace Research. In Psychology of Cyberspace. 

<http://www.rider.edu/users/suler/psycyber/ethics.html> 

[Lois Ann Scheidt が aoir リストに投稿]) 
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VI. 付録 2: 功利主義・義務論アプローチの比較対照に関する議論 - プライバ

シーと消費者保護に関する法における米国・欧州（北欧と EU）の間の対照的傾

向への反映として 

 暫定報告書に記したように、詳細な米国（たとえば、ベルモントレポートおよび、コモン

ルール（Federal Codes）、1999 年 AAAS 報告書、米国を拠点とする研究者・倫理学者の論文

の広がり）および EU のガイドライン（何よりも、NESH ガイドライン[ノルウェー社会科人

文学研究倫理国家委員会 National Committee for Research Ethics in the Social 

Sciences and the Humanities [NESH], Norway)「社会科学・法・人文学における研究倫理

ガイドライン」[2001]<http://www.etikkom.no/NESH/guidelines.htm>、EU データプライバ

シー保護法を比較すると、米国と EU のアプローチの間には明らかな対照的傾向がみられる。

倫理学の用語でいうと、功利主義的傾向が強い（米国の）アプローチ（たとえば、コスト・

便益分析が基本権および責任に関する懸念をオーバーライドしてもよいとする傾向がより

強いなど）と、より義務論的傾向が強い（EU の）アプローチ（個人の権利保護－何よりもプ

ライバシーの保護により強調を置く－何よりも、より大きな全体に対する便益を約束する

研究を犠牲にしたとしてもプライバシー保護を重視）との間に対照的傾向がある14。 

 たとえば、この対照的傾向は、ウェブ上で手に入る 2つの「倫理プロトコル」の間の差異

に見ることができる。一方は英国、他方は米国のものである。 

University of Bristol, “Self Assessment Questionnaire for Researchers 

Using Personal Data,” available from < 

http://www.bris.ac.uk/Depts/Secretary/datapro.htm>; 

Suler, John (2000). Ethics in Cyberspace Research. In Psychology of 

Cyberspace15. 

<http://www.rider.edu/users/suler/psycyber/ethics.html>.15 

さらに広く言うと、プライバシーおよび消費者保護に関する法の観点から見ても、このコ

ントラストが EU および米国の間の対照的傾向に反映している。1995 年 EU データプライバ

シー保護法によれば、データ主体は次のような権利を有する。 

* あいまいさの余地なく、オンライン上で収集されるパーソナル情報〈本文書 p.9

における「パーソナル情報」に関する訳注参照〉について同意を与え

る権利。 

* 自分についてのデータが集められている理由に関して通知される権利。 

* 誤ったデータを修正できる権利。 

* データ収集からオプトアウトできる権利。 

* プライバシー保護の厳格性がより弱い国々への自分のデータの移転から保護さ

れる権利。 

(以下を参照。 http://www.privacy.org/pi) 

 



31 
 

この視点から見ると、EU 市民はビジネス上の利害に対する個人プライバシーの優位性を

享受しているのは明らかである 

－すなわち、プライバシー保護という形における個人の尊重の義務論的重視 

Vs. 

米国の個人プライバシーよりもビジネス上の利害を優先する姿勢との対立がある。たとえ

ば、Reidenberg の主張によれば、データ保護の第一原則と彼が呼ぶものがグローバルに統

合されつつある一方で、－－この第一原則が実装される仕方は明らかに多様である－－つ

まり、「リベラルかつ市場ベースのガバナンスか、社会防衛的かつ権利ベースのガバナンス」

かそのいずれかを通じて実装されているという(Joel R. Reidenberg, Resolving 

Conflicting International Data Privacy Rules in Cyberspace, STANFORD LAW REVIEW 

[Vol. 52 (2000):1315-1376], 1315)。 

 とくに、欧州モデルは、 

公共セクターによるものであろうと、民間セクターによるものであろうと、パーソ

ナル情報〈本文書 p.9 における「パーソナル情報」に関する訳注参照〉の処理のた

めの権利と責任の完全なセットを創出しようとするオムニバス型法規制が追求さ

れ。上記の第一原則は法的権利となり、この法制度によって、データ保護監督機関

が創出され、これらの機関がこれらの権利の監督と執行を保障する。この枠組みの

内部では、倫理綱領その他の装置を通じて、追加的な正確さと柔軟性も達成される

可能性が高い。全体としてみると、この実装アプローチは、データプライバシーを

基本的人権の盛儀の中に錨を下ろさせ固定するとともに、この権利を「データ主体」

つまり市民に帰属させる (1331f.)。 

 

対照的に、アメリカ合衆国は、そのアプローチにおいて次の点で特徴的である。すなわち、 

 

……情報プライバシーの利用規約の第一の根拠（primary source）は自主規制であ

る。政府規制に依拠する代わりに、このアプローチは、制定法による法的権利より

も、産業の規範および倫理綱領、契約によって開発された実践を通してプライバシ

ーを保護しようとしている。データプライバシーは、基本的な政治的問いよりもむ

しろ市場問題となり、このレトリックによって、「市民」よりも「消費者」および

ユーザーという言葉での論争が投げかけられるようになっている(1332)。 

 

- すなわち、帰結主義的立場は、個人プライバシーに対してありえるリスクよりも大幅に経

済的便益を強調するものなのである。 

 しかしながら、米国と帰結主義、EU と義務論という組合せも将来的には行き詰ることだ

ろう16－というのも、AoIR 倫理委員会の中での最近の議論によれば、Christine M. Hine の

インフォーマルな研究にしたがうと、データプライバシー保護における米国と EU との間の
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対立という問題は、EU 加盟諸国間でのより解像度を高くしたときに見えてくる対立と並行

しているということも相当に明らかになってきているからである。 
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VII. 付録 3:インターネット研究倫理にかかわる両親および子供のサンプル同

意様式（Leslie Regan Shade によるもの） 

 

 

同意書式（保護者用） 

 

Leslie Regan Shade 

Department of Communication 

University of Ottawa 

Tel: 562-5800 x3827 

shade@aix1.uottawa,ca 

 

私、________________________________は、オタワ大学文芸学部コミュニケーション学科 

Leslie Shade が実施する「家庭における子ども・若者とニューメディア」研究に、私の子

どもを参加させることに同意します。同プロジェクトは、 Leslie Shade の監督のもとにあ

ります。本研究の目的は、インターネットおよび関連するニューメディアが子どもおよび家

庭に対して与える社会的意味について、実際の活動の文脈およびその家庭環境の両方にお

いて、これらのサービスに関する子どもたちの経験を詳細に子どもたち自身と議論するこ

とによって、新しい知見を開発することです。 

 私の参加は、12 か月の 1 研究期間の間に 2 回行われる自宅での 1 セッションに付き添い

をすることが主な内容です。この間、私の子どものインタビューセッションが実施されてい

る間自宅内にとどまるようにします。このインタビューセッションは、約 1 時間継続しま

す。このセッションの予定日程は、___________________________です。本研究の内容は、

学術研究目的のみで本研究によって利用され、この利用のうちには学術コンファレンスお

よび学術公刊物において同僚研究者と共有されることもここには含まれること、そして、私

および私の子どもの匿名性が尊重されることを理解しています（本名は研究普及時におい

ては用いず、また、パーソナル情報〈本文書 p.9 における「パーソナル情報」に関する訳注

参照〉の詳細も明らかにならないよう身元情報はぼやかされます）。 

 私の子どもと私はインタビュー実施方法を選択することができます。この選択には、デジ

タルビデオ録画および音声テープ記録、ノートによるメモが含まれる可能性があります。同

時に、コンファレンスのプレゼンテーションでデジタルビデオ映像記録を使ってもよいか、

また、本プロジェクト向けに維持されているウェブサイトで（ウェブのビデオストリーミン

グ経由で）公表してもよいか選択することができます。本名を明かさないことで、私の子ど

もの匿名性はデジタルビデオ収録でも維持されます。ビデオ収録の間、本名が開示された場

合、編集によって除去します。本様式の最後には、これらの活動のための適切な許諾があり

ます。 
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 本活動はきわめてパーソナルな情報を取り扱うことから、保護者（親）としての私や、研

究者 Leslie Shade に対して、本活動が私の子どもに何らかの不快の原因になることが明ら

かとなった場合には、インタビューは中止します。私の子どもに対して繊細かつ慎重な問い

かけを通じて、こうした不快が発生する機会を最小化するようにあらゆる努力を払うと保

証をもらっています。いかなるときであれデジタルビデオ収録やテープ記録に不快感を覚

えた場合には、私の子どもは、研究者にやめるように依頼することが自由にできます。また、

私の子どもは、インタビューの前でもインタビュー中でもいついかなるときでも本プロジ

ェクトから撤退することも、参加を拒否することも、特定の質問に解答しないことも自由に

できます。 

 私の子どもおよび私が共有する情報は厳格に守秘されると研究者から保証を得ています。

匿名性は、研究分析および、本研究の公刊・学術プレゼンテーションにおける仮名の利用を

通じて保証されます。 

 デジタルビデオ収録およびインタビューの録音、その他収集されたデータは、セキュアな

仕方で保管されます。研究の公刊日以後 5－10 年間本研究者の研究室の鍵のかかるファイ

ルキャビネットで保管し、本研究者とその研究助手のみが利用できるものとします。 

 

本研究のメリット：本研究は、子どもおよび若者の視点と、彼らの家庭におけるニューメデ

ィア利用の日常的経験を検討するものです。現在まで類似の研究があっても、大人中心の視

点から行われてきました。しかし、子どもと若者は、インターネット利用者のもっとも成長

が著しい区分（セグメント）であり、教育および社会的領域の双方にわたってニューメディ

アを利用しています。子どもと若者は、ニューメディアの将来的発展において果たす重要な

役割があり、カナダでは、子どもおよび若者が学校およびコミュニティセンターでインター

ネットアクセスを確実にできるようにする多様なプログラムが設置されていることから、

この点は連邦政府および地域自治体によって認識されているところです。 

 それゆえに、現在は、多くの家族がコンピュータとインターネットアクセスを有している

ことから、子どもおよび若者がニューメディアをその家庭内においてどのように利用する

か調査する絶好の機会です。本研究が調査する研究課題の一つは、どのように社会経済がメ

ディアアクセスおよび社会参加の機会を決定するかというものです。ライフスタイルの観

点からは、子どもおよび若者はどのように現在彼らに利用できるニューメディアの多様性

とかかわっているのか、そのメディア選択には何が影響を与えているのか、子どもと若者に

対してどのようなニューメディアの形式が生み出されマーケティングがされているのか、

子どもおよび若者がニューメディアを活用する仕方にジェンダー的な差異はあるのかを調

査します。 

 

研究参加者としての私の権利に関するいかなる情報も下記の担当者が扱っています。

Catherine Lesage, Protocol Officer for Ethics in Research, 30 Stewart Street, Room 
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301, (613) 562-5387 または clesage@uottawa.ca 。 

 

この同意書式は２部用意し、１部は私が保管します。 

 研究プロジェクトの実施に関する質問が何かあれば、以下の連絡先の本研究者に連絡を

取ることができます。 

Department of Communication, University of Ottawa, 554 King Edward Ave., Ottawa ON 

K1N 6N5. Tel: 613-562-5800 x3827; fax: 613-562-5240; e-mail: shade@aix1.uottawa.ca 

 

___________________________________ 

研究者の署名 

 

___________________________________ 

日付 

 

___________________________________ 

研究対象者保護者の署名 

 

 

__________________________________ 

日付 

 

私は、自分の子どもをデジタルビデオで録画されることに同意します。 

 

__________ 

保護者のイニシャル 

 

私は、自分の子どもをデジタルビデオで録画されることに同意しません。 

 

__________ 

保護者のイニシャル 

 

私は、自分の子どものデジタルビデオを学術コンファレンスで提示されることに同意しま

す。 

 

__________ 

保護者のイニシャル 
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私は、自分の子どものデジタルビデオを学術コンファレンスで提示されることに同意しま

せん。 

 

__________ 

保護者のイニシャル 

 

私は、自分の子どものデジタルビデオをプロジェクトのウェブサイトで公開されることに

同意します。 

 

__________ 

保護者のイニシャル 

 

私は、自分の子どものデジタルビデオをプロジェクトのウェブサイトで公開されることに

同意しません。 

 

__________ 

保護者のイニシャル 
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未成年者同意（子ども、年齢 13-17 才） 

 

Assent form (Child, aged 13-17) 

Leslie Regan Shade 

Department of Communication 

University of Ottawa 

Tel: 562-5800 x3827 

shade@aix1.uottawa,ca 

 

私、________________________________は、オタワ大学文芸学部コミュニケーション学科 

Leslie Shade が実施する「家庭における子ども・若者とニューメディア」研究に参加する

ことに同意します。同プロジェクトは、 Leslie Shade の監督のもとにあります。本研究の

目的は、若い人が日常生活でどのようにインターネットとその他のメディア（たとえば、ゲ

ーム機）を使っているか理解することです。本研究は、私が 12 か月にわたる調査期間の間

に 2 回、1 時間の長さの 2 回のインタビューを受けることで成立します。このインタビュー

の間、私がどのようにインターネットその他のニューメディアを使っているか、自宅にいる

とき、本プロジェクトの研究者（以下、本研究者）から質問を受けます。また、私は、イン

ターネットとゲーム機でやっていることを本研究者に見せることができます。 

 本研究の内容は、本研究者が学術研究の目的のみに利用し、この利用には学術コンファレ

ンスおよび学術公刊物における同僚研究者との共有を含むこと、そして、私の匿名性が尊重

されること（私の本名は使わず、私の本当の身元情報を明らかにするパーソナル情報〈p.32

の訳註における「パーソナル情報」に関する説明を参照〉の詳細は開示されません）を、私

は理解します。 

 デジタルビデオレコーダーやテープレコーダーに記録をしてほしいかどうか選択しても

よく、コンファレンスのプレゼンテーションでデジタルビデオを用いるのを拒否すること

も、本プロジェクトのために維持されるウェブサイトで公開されることを拒否することも

できます。帆尿を明らかにしないことで私の匿名性が保証されることを、私は理解します。

撮影されることに同意したものの、その撮影中に私の本名が開示された場合、この本名は編

集で除外されることを、私は理解します。 

 インタビューの途中で、私に問われた質問がどのようなものであれ不快と感じたら、イン

タビュー中のどの時点でも回答を拒否したり、インタビューをやめたりすることができま

す。すべての質問への答えは圧力がかけられた中で行うものではなく、どの時点でもやめて

よいと本研究者から説明を受けています。 

 私のインタビューと身元情報（アイデンティティ）は秘密が保持されることを理解します。

本研究者が資料を分析する際、および研究の出版およびコンファレンスプレゼンテーショ

ンでは仮名（あらたに作った名前）の利用を通じて保護されます。 
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 インタビューのデジタルビデオ収録およびテープ録音、およびその他の収集されたデー

タは、セキュアで安全な仕方で保管されます。コンテンツは、出版の日付から 5-10 年間本

研究者の研究室の鍵のかかるキャビネットに保管され、本研究者およびその助手のみが利

用できます。 

 

本研究のメリット：本研究は、子どもおよび若者の視点と、彼らの家庭におけるニューメデ

ィア利用の日常的経験を検討するものです。現在まで類似の研究があっても、大人中心の視

点から行われてきました。しかし、子どもと若者は、インターネット利用者のもっとも成長

が著しい区分（セグメント）であり、教育および社会的領域の双方にわたってニューメディ

アを利用しています。子どもと若者は、ニューメディアの将来的発展において果たす重要な

役割があり、カナダでは、子どもおよび若者が学校およびコミュニティセンターでインター

ネットアクセスを確実にできるようにする多様なプログラムが設置されていることから、

この点は連邦政府および地域自治体によって認識されているところです。 

 それゆえに、現在は、多くの家族がコンピュータとインターネットアクセスを有している

ことから、子どもおよび若者がニューメディアをその家庭内においてどのように利用する

か調査する絶好の機会です。本研究が調査する研究課題の一つは、どのように社会経済がメ

ディアアクセスおよび社会参加の機会を決定するかというものです。ライフスタイルの観

点からは、子どもおよび若者はどのように現在彼らに利用できるニューメディアの多様性

とかかわっているのか、そのメディア選択には何が影響を与えているのか、子どもと若者に

対してどのようなニューメディアの形式が生み出されマーケティングされているのか、子

どもおよび若者がニューメディアを活用する仕方にジェンダー的な差異はあるのかを調査

します。 

 

研究参加者としての私の権利に関するいかなる情報も下記の担当者が扱っています。

Catherine Lesage, Protocol Officer for Ethics in Research, 30 Stewart Street, Room 

301, (613) 562-5387 または 

clesage@uottawa.ca 。 

 

研究プロジェクトの実施に関する質問が何かあれば、以下の連絡先の本研究者に連絡を取

ることができます。 

Department of Communication, University of Ottawa, 554 King Edward Ave., Ottawa ON 

K1N 6N5. Tel: 613-562-5800 x3827; fax: 613-562-5240; e-mail: shade@aix1.uottawa.ca 

 

 

___________________________________ 

研究者の署名 
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___________________________________ 

日付 

 

___________________________________ 

研究対象者の署名 

 

 

__________________________________ 

日付 

 

私は、デジタルビデオで録画されることに同意します。 

 

__________ 

研究対象者のイニシャル 

 

私は、デジタルビデオで録画されることに同意しません。 

 

__________ 

研究対象者のイニシャル 

 

私は、デジタルビデオを学術コンファレンスで提示されることに同意します。 

 

__________ 

研究対象者のイニシャル 

 

私は、デジタルビデオを学術コンファレンスで提示されることに同意しません。 

 

__________ 

研究対象者のイニシャル 

 

私は、デジタルビデオをプロジェクトのウェブサイトで公開されることに同意します。 

 

__________ 

研究対象者のイニシャル 
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私は、デジタルビデオをプロジェクトのウェブサイトで公開されることに同意しません。 

 

__________ 

研究対象者のイニシャル 

 

 

 

==== 

未成年者同意様式(子ども、年齢 9-12 才) 

 

Leslie Regan Shade 

Department of Communication 

University of Ottawa 

Tel: 562-5800 x3827 

shade@aix1.uottawa,ca 

 

私________________________________および私の保護者（両親）は、「家庭における子ど

も・若者とニューメディア」研究に参加することに同意します。本研究は、オタワ大学文芸

学部コミュニケーション学科 Leslie Shade（以下、本研究者）が実施します。本研究は、

私のような子供が家庭においてインターネットおよびビデオゲームをどのように利用する

か見るものです。本研究は、子どもが実際にどのようにニューメディアを利用しているか、

そしてこの利用が改善できるか見るものなので、教育者および社会に便益があります。研究

者との会話は約 1 時間続き、1 年間に 2 回行われます。 

 本研究者は、私の自宅を訪問し、インターネットとビデオゲームで行うことについて私に

質問をします。また、私がインターネットとビデオゲームで行うことを本研究者に見せるこ

とができます。私のことを撮影されたりテープ録音されたりしてもよいか、私と私の両親は

選ぶことができます。同様に、私を撮影した映像をコンファレンスで示してもよいかどうか、

他者が見れるようにしたウェブサイトに投稿してもよいか同じように判断できます。 

 本研究者との会話は、本研究者のみが利用することを理解します。私の本名が絶対に使わ

れないことを理解します。本研究は、私を説明する際にはあらたに作成した名前を私に与え

ます。本研究者が問いかけた質問がどのようなものであれ不快であるとわずかでも感じれ

ば、どのような時点でも私は答えることを拒否できます。同様に、どのような時点でもイン

タビューを中止するよう依頼することができます。すべての質問に対する回答には圧力は

かけられません。 

 私とのインタビューは、本研究者の研究室で安全に保管されること、そして、本研究者以

外の誰もこれを見ることができないのを理解します。 
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本研究についてのどんなことでも心配があれば、本研究者または私の保護者（（両）親）

に相談ができます。保護者（（両）親）は、もし私の研究参加者としての権利について質問

がある場合には、 下記の University of Ottaw の担当部署に問合せができます。 

 

Catherine Lesage, Protocol Officer for Ethics in Research, 30 Stewart Street, 

Room 301, (613) 562-5387 or clesage@uottawa.ca . 

 

同意様式は 2 部作成し、1 部は私が保管します。 

 

私の保護者および私が研究プロジェクト内の行為に疑問があった場合、下記の連絡先で

本研究者に連絡が取れます。 

 

the Department of Communication, University of Ottawa, 554 King Edward Ave., 

Ottawa ON K1N 6N5. Tel: 613-562-5800 x3827; fax: 613-562-5240; e-mail: 

shade@aix1.uottawa.ca 

 

 

___________________________________ 

研究者の署名 

 

 

___________________________________ 

日付 

 

 

___________________________________ 

研究対象者の署名 

 

 

__________________________________ 

日付 

 

 

==== 
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未成年者同意様式 (子ども、6-8 才) 

 

Leslie Regan Shade 

Department of Communication 

University of Ottawa 

Tel: 562-5800 x3827 

shade@aix1.uottawa,ca 

 

私、________________________________および私のお父さん・お母さんは、「家庭におけ

る子ども・若者とニューメディア」研究に参加することに同意します。この研究は、オタワ

大学文芸学部コミュニケーション学科 Leslie Shade（以下、この研究の研究者）がおこな

います。この研究は、私のような子供が家庭においてインターネットおよびビデオゲームを

どのように利用するか見るものです。この研究の研究者は、私の自宅を訪問し、インターネ

ットとビデオゲームでどんなことをしているか私に質問をします。私の両親と私は、私のこ

とを撮影したりテープ録音しててもよいか、選ぶことができます。同様に、私を撮影した映

像をコンファレンスで示してもよいかどうか、他者が見れるようにしたウェブサイトに投

稿してもよいか同じように判断できます。この研究者の研究者が問いかけた質問がどのよ

うなものであれいやだなとわずかでも感じたら、いつでも答えを断っても構いません。同じ

ように、いつでもインタビューをやめるようお願いしてもよいです。 

 この研究に何か心配なことがあれば、この研究の研究者や私のお父さん・お母さんに相談

ができます。 

お父さん・お母さんは、もし私の研究参加者としての権利について質問がある場合には、 

下記の University of Ottaw の担当部署に問合せができます。 

Catherine Lesage, Protocol Officer for Ethics in Research, 30 Stewart Street, 

Room 301, (613) 562-5387 or clesage@uottawa.ca . 

 

この同意についての書類は 2 部作成し、1 部は私がずっともっています。 

 

私のお父さん・お母さんと私が、研究プロジェクトに気になることがあった場合、下記の

連絡先でこの研究の研究者に連絡が取れます。 

 

 

___________________________________ 

研究者の署名 
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___________________________________ 

日付 

 

 

___________________________________ 

研究対象者の署名 

 

 

__________________________________ 

日付 
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註 

 

 
1 本文書の中で生じた問題に関する議論と批判的評価を通じて、その時間・経験・ケアと

を寛大にも共有してくれた委員会の委員に深く感謝する。委員会は、下記の委員から構成

されている。Poline Bala – Malaysia; Amy Bruckman – USA; Sarina Chen - USA; 

Brenda Danet – Israel/USA; Dag Elgesem – Norway; Andrew Feenberg - USA; Stine 

Gotved – Denmark; Christine M. Hine – UK; Soraj Hongladarom - Thailand; Jeremy 

Hunsinger - USA; Klaus Jensen - Denmark; Storm King - USA; Chris Mann - UK; 

Helen Nissenbaum - USA; Kate O’Riordan - UK; Paula Roberts - Australia; Wendy 

Robinson - USA; Leslie Shade - Canada; Malin Sveningson - Sweden; Leslie Tkach - 

Japan; John Weckert - Australia. 
2 「作用・相互作用」（“Inter/action”）は、「作用や相互作用」（“actions and/or 

interactions”）の略称を意図している。つまり、他者とのかかわりがあったり、他者と

のかかわりを意図していたりすることがあろうとなかろうと、人間が行う行為のことであ

る。ここでの意図の一部はほかの用語を避けることである。たとえば、「行動」

（“behavior”）という用語は、社会科学では特定のアプローチや思想学派などにあまり

にも密接に結びついている（対照的に、Deborah Johnson からの引用が明確にしているよ

うに[以下の註 5]、哲学的倫理学においてはもっと中立的用語として利用される）。 
3 Matthew Allen は次のように説明する。オーストラリアでは、 

研究倫理は国家プロセスが取り扱うが、このプロセスは主に国家保健医療研究評

議会が定式化し、オーストラリア研究評議会もこれを採用している（保険医療分

野以外のタイプの研究全般を取り扱う）。 

利用できる研究資金のほとんどはこの 2 つの評議会から与えられるため、各大

学は、NHMRC の仕様にもとづいて、内部倫理管理のため、体制（スキーム）を制

度化している。 

各大学の研究部局（その他類似部局）は具体的な手続きとガイドラインを有し

ており、この国家における位置づけは、NHMRC の倫理問題ウェブで見つかる文書

によって十分に説明されている。

<http://www.nhmrc.gov.au/issues/researchethics.htm>. 

NHMRC が取り扱う具体的な倫理的考察は、ほとんどがインターネット研究者に

は適用されない（ほとんどが医療手続きの利用にかかわっている）一方、高度に

妥当性を有するプロセスの鍵となる側面も存在している。さらに、NHMRC が詳細

を取扱っている倫理的研究の全体的枠組みは重要である。(Charles Ess への e-

mail、2002 年 11 月 3 日付) 
4 オンライン研究に関係する（英語の）全文献収集プロジェクトで、AAAS（アメリカ科学

振興協会）科学的自由と責任委員会（ Committee on Scientific Freedom and 

Responsibility）は、次の専門分野を対象とした。人類学・ビジネス・コミュニケーショ

ン/メディア・コンピュータ科学・経済学・教育学・法律・言語学・医学・看護学・薬

学・哲学・政治家学・心理学・公衆衛生学・社会福祉学・社会学・統計学である (AAAS 

CSFR, “Categories.doc,” 許諾を得て引用) 
5 Deborah Johnson (2001) は、コンピュータ倫理学への古典的入門書でこうした（あるい

はほかの）基本的な用語のすばらしい定義を提供している。 

「功利主義とは、行動の正・不正を決めるのは完全にその帰結次第であると主張する、一

つの倫理学的理論である。……功利主義は、人間行動に関して重要なのはその行為の結果
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や成果であり、行為者が行為する際に抱く意図ではないと主張するのである」

(31=(2003)53 強調は追加)。競合する積極的な行為や選択に遭遇すると、通常は幸福

（悪名高いほど困難かつあいまいな概念であり、したがって、功利主義的アプローチがし

ばしば実践（praxis）では適用が困難になる）という用語で言い表されるが、より大きな

便益を導くのはどちらか決定する試みにおいて、功利主義的アプローチは倫理的な種類の

コスト・便益アプローチを適用する。Johnson が同書で続けて指摘するように、複数の種

類の功利主義（倫理学者の中には目的論的理論または目標中心型理論と呼ぶものもいる）

が存在する。要するに、ひとは自分自身の便益または幸福の最大化（倫理的エゴイズム）

や、より大きな集団の便益または幸福の最大化にかかわる（それゆえ功利主義のモットー

は「最大多数の最大幸福」の追求というものである）。 

「対照的に、義務論的な理論は、行為それ自体の内的な性質に力点を置いている」ので、

わたしたちの選択をガイドするその動機・意図・原則・価値・義務に注目する (Johnson 

2001, 42=(2003):65; 強調は追加, CE[Charles Ess のイニシャルか？]). 義務論者にとっ

ては、少なくとも若干の価値あるいは原則、義務は（ほぼ）絶対的な補償を必要とする－

帰結がどのようなものであれ。本文書で見るように、義務論者は、帰結がどうあれ、基本

権と研究対象者のインテグリティを保護するよう主張する可能性が非常に高い－たとえ

ば、このような権利とインテグリティを脅かす研究の短縮の可能性など〈の防止を行

う〉。対照的に、功利主義者は、このような研究の潜在的便益が研究対象者に対する潜在

的危害を上回るようにすべきと主張するだろう－ことばを変えると、最大多数の最大幸福

がこうした権利およびインテグリティを上書きするのを正当化する。 

 徳倫理は、西洋の伝統においてはプラトンおよびアリストテレスからはじまった。この

文脈で英語の「徳」（"virtue"）ということばは、ギリシア語の「アレテ―」（arete）の

訳語であり－より適切には「卓越性」（”excellence”）と訳せる。この伝統において

は、「…倫理学は人間の性格の卓越性に関連するものであった。そのような性質を保有す

るひとが、人間の善の卓越性を表していたのである。このような性質を持っているという

ことが、人間として善く機能するといことなのである」 (Johnson 2001, 51=2003, 77). 

 現代のフェミニズム倫理学は、女性の倫理的意思決定に関する Carol Gilligan の研究

にまでその多くの発展をさかのぼることができる - Gilligan が見出した女性の意思決定

は、Lawrence Kohlberg が確立した倫理的発達図式と並行していると同時に鋭い対照も成

している。要するに、 Gilligan が発見したのは、集団として女性は人間関係とケア（気

遣い）の詳細に注意を向け、倫理的コミュニティを構成する関係のウェブをもっともよく

維持する行為を選択するという傾向が強いということである－これは、集団としての男性

が一般的な原則とルールにより強く依拠する傾向があるのと対照的である。Gilligan にと

っては、ケアの倫理と正義の倫理との間の対立は、決してあれかこれかという選択ではな

かった。逆に、倫理的発達の高度な段階は、両方のアプローチを利用できる能力によって

示されるということを見出した。概要とさらなる読書案内は、Rachels (1999, 162-
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74=2003, 出典文献・参考文献 3-21)を参照のこと。 

 同時に、Rachels は、功利主義および義務論、その他の倫理的意思決定手続きのより完

全な説明を提供している。さらに、興味を持った読者は、倫理理論の詳細な議論および適

用の両方については、Weston (2001)および、Thomson (1999)、Birsch (1999)、Boss 

(2001)をレビューするよう勧める（通文化的倫理に関する追加的リソースについては、以

下の註 7 を参照）。 

 最後に、多様な理論およびアプローチの間の区別は議論を明晰にし葛藤を解決するのに

有用である－完全な倫理的枠組みは、これら理論の複数の注意深い総合を要求する可能性

に（おおむね）同意している。 

6 単一の倫理的価値（単一の倫理的ドグマティズム）を主張したり、単純にすべて倫理を放

棄して倫理的相対主義に飛びついたりするのではなく、一定の幅を有する特定の倫理的立

場について正統性を有するものと認識することを許す倫理的多元主義の特別の事例につい

ては、Bruckman (2002c) および Walther (2002)を参照。ドグマティズムと相対主義との

間の中間領域である、このような多元主義の事例とモデルは、筆者が起こりえると示唆する 

より大きな統合（コンバージェンス）(Ess, 2002)と整合的である－すなわち、一致点（た

とえば、基本的価値や第一原理）と還元できない相違点（たとえば、これら基本的価値およ

び原理などの特定の適用）を包摂する個別[specific は特称命題・特殊命題等のように、哲

学・倫理学では「特殊」と訳すべきだろうが、広く専門分野の異なる研究者等が参照するこ

とを考慮し、一般に対する個々の個別のという意味なので、「個別の」と訳す]の例と枠組み

を提供するものである。King (1996) および Smith (2003)も参照。 
7 通文化的相違点は、基本的規範または価値、ガイドラインに対する共有されたコミット

メントに依拠する倫理的多元主義によって、とくに取り扱われる。しかしながら、こうし

た規範の解釈または適用は、文脈が異なれば異なるものとなる。たとえば、インターネッ

ト研究者に対する中心的論点は、インフォームドコンセントは必要かどうか、もし必要だ

としたらどのような状況で必要となるかというものである - とくに録音・録画活動が行

われている場合に。米国に拠点を置く研究者である Joe Walther (2002)にとっては、こう

した録音・録画は倫理的に問題がない。ノルウェーの倫理学者 Dag Elgesem (2002)にとっ

ては、対照的に、こうした記録（音声や映像）はインフォームドコンセントを要求する。

しかしながら、どちらの場合も、論点は期待の問題である。Elgesem および NESH ガイド

ラインから見ると、公共空間にいる人々は知らない間に、かつ同意のない間に録音・録画

されるという期待をもっていない。対照的に、Walther は、こうした期待は場違いである

という Jacobsen の議論に従っている。こうして、Elgesem と Walther は、ネット上の公共

空間における作用・相互作用の記録行動の倫理的特性に関して異なった結論に達してい

る。彼らは共通の議論を通してこのような異なる結論に達したわけである。つまり、どち

らの場合も、関与する行為者／行為主体（actors/agents）の期待が最重要である。こう

して、米国とノルウェーの立場は一階のレベルで異なっている一方、－二階（メタ倫理）

レベルでは、行為者の期待の倫理的重要性に関して意見が一致している。この倫理的多元

主義は、こうして共有された重要な規範または価値（私たちの倫理的対応をガイドする際

の期待の重要性）および（これらの規範または価値の解釈または適用における）相違点の
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両方を結合している。 

 この同じ種類の多元主義的構造が、最終的に、コンピュータ倫理学一般と、個別分野で

あるインターネット研究倫理に対する米国と欧州連合のアプローチの間の重要な違いに関

しても機能している。広く言うと、欧州連合データプライバシー保護法および研究倫理綱

領（第一には、NESH ガイドライン）は、帰結がどうあれ、個人の権利の保護を義務論的に

重要とする主張をより完全に裏書きしている。対照的に、データプライバシーに関する米

国法は、経済的効率性という功利主義的利害を優先するように見える（詳細な比較につい

ては、Aguilar 1999/2000 参照）。同じ対象が研究ガイドラインにも見ることができる。た

とえば、米国を拠点とする研究ガイドラインは研究プロジェクトに参加している個人の保

護のみに関心を集中する－NESH ガイドラインは、研究者に対して、個人だけでなく、同時

に「……その私生活および近しい人間関係……」(2001)も尊重するよう要求する。しか

し、やはりこうした大きな相違点は、第 1 階レベルにおける相違点とみることができる－

つまり、解釈や実装などのレベルでの相違点である－これは第 2 階レベルの基礎的な一

致、すなわち共有された価値・規範・コミットメントなどに関しては一致している。 

 それゆえ、Paul Reidenberg は、データ保護の第一原理と彼が呼ぶものに関するグロー

バルな統合（コンバージェンス）が存在するとみている。私たちが認める相違点は、実装

における相違点に由来する。すなわち、「[現在の米国スタイルの]自由主義的かつ市場ベ

ースのガバナンスか、[現行の EU スタイルの]社会防衛的かつ権利ベースのガバナンス

か」 (2000, 1315)そのいずれかの実装を通して生じた相違点に由来するものである。同

様に、Diane Michelfelder は、米国法および欧州法は基本的人権という共有された概念に

どのように根を下ろしているか追跡し－1950 年人権保護のための欧州条約にも、米国憲法

そのものにもこの概念が明晰に示されていることを見出した (2001, 132)。 

 「VI:付録 2, pp.30-31〈原文 pp. 20-21〉」も参照。 Boss (2001)に加えて、倫理に対

する通文化的アプローチについては、たとえば、Zeuschner (2001)参照。 

8 ここで使用する「倫理的相対主義」という用語は、哲学者は通常社会科学分野の学者と

は異なった仕方で本用語を用いることから、－必然的にというわけではないものの－相当

の混乱のもととなることが多い。 

 簡潔に言うと、倫理学者は、一方の倫理的相対主義と、他方の文化的相対主義を区別す

る。後者は、人類学およびその他の人間科学の方法論的出発点であって、特定の文化や時

代の判断および習俗（morés）、信念、慣習、価値よりも、むしろ単に記述する努力におい

て取る立場のことをいう。このようにして、文化的相対主義は、「である」という記述的

な言明から構成される。この考え方は、記述的に考察すると、文化が違えば価値および信

念、慣習、習慣、実践などが異なるのは単純に事実であるとする。 

 対照的に、倫理的相対主義は、規範的立場であって－すなわち、特別の倫理的立場を指

令し、そしてその指令は「べきである」ということばで行われる。きわめて簡潔に言う

と、倫理的相対主義の出発点は、普遍的に妥当な価値は存在せず、それゆえに、いかなる
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義務もこうした普遍的価値に対して訴えることはできないと感じるべきだという思想であ

る。そして、このような普遍的価値が不在であるとき、個人に最善と思われることであれ

ば（欲望および理性、自己利益、利他主義、支配的規範に対する快・不快のいずれによっ

て刺激されたものであろうと）何でもするべきだとする。最後に、普遍的価値が存在せ

ず、個人にとって最善と思われることをすべきであることから、自分自身の道徳的見解を

他者に押しつけるべきでもないし、他者を判断すべきではない。まとめると、「なんでも

いい」ということである。 

 この二つの見解の混同が起こるのは、その一部は、倫理的相対主義は、文化的相対主義

のパースペクティブから発展した記述を使って、普遍的に妥当な価値は存在しないという

前提を支えるのが通常であるがゆえである。つまり、文化によって価値などが異なるとい

う単純な記述を前提として、倫理的相対主義は、この多様性が意味するのは、あらゆる時

代と場所で妥当な、普遍的価値が存在しないという可能性に違いないという結論を（論理

的根拠・経験的根拠においても間違っているとはいえ）導く。この時、ここから、べき言

明へと向かう運動がある。たとえば、個人にとって最善と思われることを行うべしなどの

ような。 

 現代のほとんどの倫理学者は、管見の限り、一般的には、倫理学の論証を終わらせる最

終的な言葉であるとして、（経験的および論理的な）幅のある論拠にもとづいて倫理的相

対主義を否定している。しかし、一定の幅の立場の中で重要な立場であり、少なくとも一

部は擁護できるもの（たとえば、ファッションなどに関して）と認識されている。それゆ

えに、誰かを倫理的相対主義者と特定するのは、自動的に倫理的非難の言明として自動的

には認められない。むしろ、倫理的相対主義は、多様な倫理的見解の批判的分析の一部と

して、これを支持する議論と証拠、逆に批判的な議論と証拠とつきあわせて、真剣に検討

すべきである。 

 その重複にもかかわらず、文化的相対主義は－社会科学内部における方法論的原則と相

関的な記述として－個別の規範理論である倫理的相対主義と混同すべきではない。とく

に、哲学者が倫理的相対主義を批判する際には－、彼らがそうしているからといって、哲

学者が、社会科学の分野とその発見とを制限し掘り崩そうと倫理的判断をしようとしてい

るかのように、社会科学の重要な要素である文化的相対主義を攻撃しようとしているわけ

ではない。むしろ、逆に、多様な文化の方法論的出発点であり、（多かれ少なかれ）普遍

的に受容された記述でもあるものから、この（議論の余地はあるものの、合法的な）倫理

的な立場を正確に区別するため、哲学者は倫理的相対主義と文化的相対主義を区別してい

る。 
9 アリストテレスは、フロネーシスを次のように定義する。「……人間にとっての善悪にか

かわる行為を行うところの、道理をそなえた、魂の『真なる状態（ヘクシス・アレーテー

ス）』である」（『二コマコス倫理学』1140b, 〈朴訳（2003: 265〉)。 
10 Amy Bruckman は、人々のオンラインコミュニケーションに関する期待は、オンラインコ

ミュニケーションのリアリティとの同期を外れたものになることが多い。－たとえば、誰

が自分の資料を読むかというブログの著者の期待など (Bruckman,2002b). 
11 NESH ガイドライン（ノルウェー社会科学・人文学研究倫理国家委員会 NESH: National 
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Committee for Research Ethics in the Social Sciences and the Humanities, Norway) 

「社会科学・法・人文学における研究倫理ガイドライン」（“Guidelines for research 

ethics in the social sciences, law and the humanities.”） [2001]: 

<http://www.etikkom.no/NESH/guidelines.htm>) は、「公人」および公共空間にいる人々

はプライバシーの期待が縮退しおり、こうした人々を単純に観察することには倫理的な問

題が少ないと指摘する。対照的に、こうした人々を（たとえば、録音テープ・録画テープ

を用いて）記録するにはその（インフォームド）コンセントが必要である。この方向で

は、Bakardjjeva and Feenberg (2000)を参照。彼らは、「研究参加者の関心」と期待を考

慮に入れるよう議論し、非疎外原則、へと導く。すなわち、インターネットの「対話的ア

フォーダンス」にとくに適したインターネット研究の協働モデルの一部として、研究参加

者が自分のコミュニケーションに起こる事柄をコントロールする権利を認める(238)。 

 一方で、たとえば、 Benjamin の目的もなく歩き回る人（flaneur）という概念、および

Sussex Technology Group (2001)に言及しつつ、O’Riordan は、「若干の研究／理論も、

空間的に「私的領域」とされる場所よりも公共空間の中の私的空間のほうがより私的な場

所であると知覚される可能性がある場合に生じる公共性の逆転をやはり指摘している」と

観察している。 

12 研究対象者・被験者としての研究参加者についての議論は－そして、米国コモンルール

（U.S. Federal Codes）にしたがった議論について－、Walther (2002)を参照。活動家や

著者、アマチュアの著者としての研究参加者についての議論は－とくにその作品が人文学

分野およびこの分野の倫理的パースペクティブから取り扱われるものとしては－、

Bassett and O’Riordan (2002)および、 Bruckman (2002c)、White (2002)を参照せよ。 

 より公共性が強い領域およびより私的性格が強い領域の中間的領域、およびプライバシ

ー保護の義務がより大きい領域とより小さな領域の間の中間的領域として、「ネチケッ

ト」とときに呼ばれる礼儀にかなった、礼儀正しいあたたかな行動とみなされるものに関

する期待の相関的なセットがある。たとえば、インターネットが技術的に公開性を優先す

るバイアスがあること、listsev アーカイブがしばしばウェブ上でパブリックに入手でき

るなどの理由から、listserv や e-mail はどのようなものであれパブリックなものである

という主張は議論余地がある。これが事実である限り、別の文脈で e-mail を引用するよ

りも前に許諾を得るのに厳格な倫理的義務はない。 

 とはいえ、倫理的義務ではないとしても、別の電子的領域にそのことばを引用する際に

著者に許諾を求めるのは、単純に礼儀の問題のようにも思われる。 

 電子的文書を印刷物に引用するのに許諾が求められるとしたら、支配的な実践－そし

て、おそらくは著作権法の要請でもあるか－は、こうした引用はすべて著者からの明示的

許諾を必要とすると強力に示唆する（ウェブ上に投稿したものはみなデファクトで著作権

法に従うという点についての議論は、Bruckman [2002c] および Walther [2002]を参

照）。 

 Allen (1996)も参照のこと。同論文は、「ゼロからの積み重ね型の」対話型倫理を肯定

する主張を行った－すなわち、この倫理は、研究の著者（通常の社会科学・医療アプロー

チは彼らを研究対象者・被験者と前提するのとは対照的に）との現在進行中のコミュニケ

ーションを通じて、研究プロジェクト全体を通して発展していく。このアプローチの結果

は、上記のある種の中間領域の具体的事例となる。 
13 ここで描き出した（そして、以下でさらに十分に展開する－とくに註 14 と 16 を参照）
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比較対照のポイントは、国および文化を通じて倫理的アプローチおよび倫理的伝統は多様

であるので、こうしたより大きな文脈を意識し考えに入れるのが重要である事実を単純に

鮮やかに示している。 

 もちろん、この特定の例に限れば、批判とさらなる高度化に開かれている。とくに、

Malin Sveningsson は、次のように、この比較に異議を唱えた。 

たとえば、スウェーデンを見ると、倫理的ガイドラインに書かれていることと実

際に行われていることとの間に確実に違いがある。倫理的ガイドラインは理想的

な研究デザインが何であるかという線引きをしているというかもしれない。同時

に、スウェーデン研究評議会が認めるところでは、厳格にガイドラインを遵守す

ることが常にできるとは限らないかもしれない。また、同評議会は、社会とその

成員が便益を受ける重要研究を実施する重要性を強調すると同時に、倫理的ガイ

ドラインはときにこの観点から評価される場合もあると述べている。それゆえ

に、私の言いたいことは次のようなことである。倫理的ガイドラインは、より厳

格かつ義務論的であることが可能ではあるものの、実践においては、たとえば、

研究者は米国より厳格であるということはないかもしれない(2002)。 

Sveningsson は、より義務論的である Amy Bruckman のガイドライン 

(<http://www.cc.gatech.edu/~asb/ethics/>)と比較して、自身の著作 (2001) を倫理的

にはより功利主義的傾向が強いものの例として指摘する。 
14 NESH ガイドラインに関する次のコメントを考慮せよ（出典は、aoir 倫理作業委員会暫

定報告書）。 

より厳しい倫理的義務および要請 

ここで設定された倫理的要請は、従来検討してきたその他の言明よりも若干厳しいよう

に見える。 

 たとえば、 

人間の尊厳を尊重する義務 

人間の尊厳は、より大きな視野に拠る洞察にもとづく利害によろうと、社会に対

する便益であろうと、私たちの誰もがいったん横において済ませることができな

い利害を有しているという事実を意味する。 

 つまり、生命を含む個人の利害がより大きな善が必要であれば上書きされてもよいとい

う功利主義的なアプローチに反して、この言明は、人間の尊厳は絶対で、自余の便益のた

めに上書きすることはできないと言っているように思われる。 

研究被験者・研究対象者への情報提供の義務 

研究の被験者・研究対象者である人は、研究領域および研究プロジェクトへの参

加の帰結、研究の目的について合理的な理解を得るために必要な情報を提供され

なければならない。 

 同時に、研究資金の出所についても知らされなければならない。 
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研究対象者・被験者に研究資金の出所を知らせるべきという助言の当否について議論す

る間、この論点について集団として強調した事実は覚えがない。 

個人の私生活および家族の尊重義務 

研究者は、個人の私生活に対する正当な尊重を示さなければならない。それぞれ

の人は、自分の私生活および近しい関係に関して同定可能な情報を他者に利用さ

せるかどうかコントロールできる権利・資格を有さなければならない。 

プライバシーの尊重は、望まない介入および望まない観察から人々を保護するこ

とを意図している。 

研究者が描き出さなければならない保護の輪の一部として家族やその他近しい関係を含

むものだと考えるようになっている。対照的に、それまでは、その他のガイドラインおよ

び宣言を読む際に、研究対象者・被験者の身元情報（アイデンティティ）を保護する義務

は個人にかかわるもののみを意味していると常に仮定していた。 

守秘義務の要請 

研究の対象者となった人は、自分が提供する全情報について秘密保持を受ける権

利・資格がある。研究者は、研究対象となる個人に危害を加えるかもしれない情

報の利用・伝達を防止しなければならない。研究資料は、通常匿名化されなけれ

ばならず、氏名や個人識別番号のリストの保存と破棄は、厳格な要請を満たさな

ければならない(強調は付加。CE) 
15 たとえば、どちらも米国に拠点を置く研究者である Amy Bruckman と Susan Herring が

示唆するガイドラインの間でも、この対立は明らかである。 Jankowski, Nickolas and 

Martine van Selm. 2001 (?)参照。aoir 2.0 におけるパネルディスカッションの一部とし

てプレゼンテーションされたこの対立についての議論については、“Research Ethics in 

a Virtual World: Some Guidelines and Illustrations” 

<http://www.brunel.ac.uk/depts/crict/vmpapers/nick.htm>を参照。 
16 Diane Michelfelder (The moral value of informational privacy in cyberspace. 
Ethics and Information Technology 3 [2001]: 129-135) は、米国法も欧州法もどちら

もプライバシーを基本的人権として根拠づけることができると議論している。まず、 

米国におけるプライバシーの法的保護は基本的なプライバシーの利害関心をめぐ

って成長してきた。一方、Griswold v. Connecticut における米国最高裁判決に

よって最初に確立された、プライバシーの憲法上の権利がある(4)。一方、不法

行為法関連の保証と同様に、米国連邦憲法修正第 4 条が裏づける情報プライバシ

ーの…憲法上の権利がある。前者はその道徳的基礎は大部分単一の価値、すなわ

ち個人の自律性にその根拠を有する。後者は、個人の自由と尊厳、ひとりでいる

こと、自己評価、自己アイデンティティ、幸福を達成するための個人の発達な

ど、多様な価値に間借りするような道徳的価値を有する(5) (131. 参照文献あ

り)。 
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欧州データ保護指令 (1995)（DPD）に関連してじゃ、次のように書く。 

DPD は「データ処理システムは人間に奉仕するよう設計されている」と明示的に

述べている。この点を念頭に置くと、DPD はその道徳的基礎を、1950 年人権と基

本的自由の保護のための欧州条約、とくにこの条約の「すべての者は、その私的

および家族生活、住居ならびに通信の尊重を受ける権利を有する」[下記の翻訳

を使用。https://www.echr.coe.int/Documents/Convention_JPN.pdf]という条約

の言明に置いている。これらのことばは、「通信」にとｋに言及していることか

ら、米国連邦憲法修正第 4 条の文章および「放っておいてもらう権利」として構

成されたプライバシーを想起させる。やはり、Douglas 判事が Griswold 判決に賛

成する議論を行った、憲法上の「プライバシーの領域」（‘zone of privacy’）

も示唆している。したがって、DPD の根底にある道徳的価値は、人権保護のため

の欧州条約および米国連邦憲法の両方に結びつけることができる(132:強調は付

加。 CE)。 

 とはいえ、やはり NESH ガイドラインおよび米国の AAAS 報告書の間で見られる当初の比

較を超えて、より義務論的傾向が強い欧州のアプローチと比較対照すると、米国のアプロ

ーチのほうが功利主義的傾向が強いという筆者の主張をさらに補強する材料は、e-コマー

スと e-消費者にかかわる法でそれぞれとらえているアプローチの違いに見られる。簡潔に

言うと、米国法は、プライバシー保護の責任を誰よりもまず消費者に負わせている－消費

者の個人的権利よりも情報収集する企業の「権利」を優先させている。対照的に、欧州デ

ータ保護法は、上記のように、個人に関する情報を収集する企業および政府の利害関心よ

りも、個人のプライバシー権の保護に優先順位を置いている。John R. Aguilar (“Over 

the Rainbow: European and American Consumer Protection Policy and Remedy 

Conflicts on the Internet and a Possible Solution,” International Journal of 
Communications of Law and Policy (Issue 4, Winter 1999/2000, 1-57) を参照。この

対立を示す長大な文書がある。とくに、第 III 部「e-コマースの懸念と欧州・米国の文化

戦争」（section III, “E-Commerce Concerns and the Cultural Battle Waging Between 

the EU and US”)を参照 (11ff.) 


